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①
病
院
経
営
の
効
率
化

　

自
治
体
病
院
が
住
民
に
向
け
て
質

の
高
い
医
療
を
提
供
し
て
い
く
た
め

に
は
、
病
院
経
営
を
安
定
さ
せ
、
継

続
し
て
い
く
体
力
を
つ
け
て
い
く
こ

と
が
欠
か
せ
ま
せ
ん
。
そ
の
た
め
に

は
、
経
営
を
効
率
化
さ
せ
る
こ
と
が

も
っ
と
も
重
要
で
す
。

　

市
民
病
院
で
は
平
成
24
年
度
に
経

常
収
支
を
黒
字
化
し
て
累
積
欠
損
金

（
累
積
赤
字
額
）
を
段
階
的
に
縮
減
す

る
こ
と
を
目
指
し
て
い
ま
す
。
そ
の

実
現
の
た
め
に
、
５
つ
の
視
点
に
立
っ

た
47
項
目
の
行
動
計
画
を
定
め
ま
し

た
（
図
６
）
。

　

ま
た
、
お
も
な
経
営
指
標
に
数
値

目
標
を
設
定
し
、
取
組
の
成
果
を
確

認
し
て
い
き
ま
す(

図
７
）。

　

目
標
の
達
成
に
は
、
何
よ
り
も
現

在
の
医
師
数
を
確
保
し
、
診
療
体
制

を
維
持
し
て
い
く
こ
と
が
前
提
と
な

り
ま
す
。
市
民
病
院
で
は
引
き
続
き
、

大
学
へ
の
医
師
の
派
遣
要
請
や
公
募

活
動
な
ど
、
医
師
確
保
の
取
組
を
重

点
的
に
進
め
て
い
き
ま
す
。

【図７】市民病院が目指す経営の数値目標

３億４，７００万円

の「赤字」から

※経常収支比率

　　９３．３％

経常収支比率は、費用に対する収益の割合です。この数

値が 100％を超えるときは単年度黒字、100％未満のと

きは単年度赤字になり、この数値で企業の経営状況がわ

かります。市民病院は、経常収支比率の数値を年々高め、

平成 24 年度に単年度収支の赤字解消を目指します。

６，７００万円

の「黒字」へ

※経常収支比率

　１０１．２％

１日の平均患者数

入院  １６２．７人

外来  ７０６．７人

病床利用率８５．６％

病床利用率は、許可を受けた病床数を 100 として、利用

された病床数の割合です。公立病院ガイドラインでは、

この値が３年間連続して 70％未満の病院は、経営を抜

本的に見直すことが必要とされています。市民病院は、

利用者数の増加と病床利用率の向上を目指します。

１日の平均患者数

入院　１６４．７人

外来　７１７．８人

病床利用率８６．７％

１日の患者数を５年間で平均、入院２．０人、外来

11. １人増やします。

平成 24 年度に単年度経常赤字を解消します。

 単年度経常赤字の解消

 利用者の増加と利用率の向上

 職員給与費と材料費の抑制

患者１人１日あ

たりの診療収入

入院　41,927 円

外来　 7,483 円

市民病院は、計画的な入院管理による在院日数の短縮化

や患者情報の共有化などを進め、収益向上を目指します。

患者１人１日あ

たりの診療収入

入院　46,922 円

外来　 8,290 円

患者１人１日あたりの診療収入を５年間で入院４千

９９５円、外来８０７円増やします。

 診療収入の増収

医業収益に対して

職員給与費４８．２％

材 料 費２４．１％

医療活動の収益に対する職員給与費と材料費の割合を

対医業収益比率といいます。この割合が低いほど、少

ない費用で収益を上げていることになります。市民病

院は、職員給与費と材料費を抑制し、この比率の数値

を下げることを目指します。

医業収益に対して

職員給与費４６．０％

材 料 費２３．０％

収益に対する職員給与費の割合を５年間で２．２％、

材料費の割合を１．１％抑制します。

　

平
成
24
年
度
に
経
常
収
支
を
黒
字
化
し
て
累
積
欠
損
金
（
累
積
赤
字
額
）

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

を
段
階
的
に
縮
減
す
る 

目標 取組の視点 取組内容

●ＤＰＣ導入による経営改善（※１）
●健診センターの効率的運用
●診療科別原価計算導入の検討（※２）
●人工透析診療体制の拡充
●クレジットカード決済の導入
●経営形態の検討など　 （28 項目）

地域医療の充
実に向けた基
幹病院として
の役割の強化

●地域医療情報の共有化
●医療機能分担の促進
●退院支援の充実
●救急医療の充実　　　 （４項目）

医療・看護の
質の向上

●医療職人事考課制度の導入
●各種認定施設の取得
●病院機能評価の認定更新
●電子カルテの導入など （８項目）

安全で安心でき

る医療の推進
●患者参加型医療の推進
●安全な医療の推進　　 （２項目）

医療提供体制
の確保

●医師の確保　
●医師事務作業補助者の設置
●新たな医師住宅整備の検討
●院内保育所の充実
●看護体制の充実　　　 （５項目）

効率的な病院
運営の推進

※１ 診療報酬額を病気の種類や処置内容により定額で決める制度
※２ 診療科別に収益と費用を特定し損益構造を分析するシステム

 【図６】市民病院の経営効率化の目標と行動計画

平成 19 年度の実績 平成 24 年度の目標値
改
革
を
進
め
る
３
つ
の
視
点

市
民
病
院
と
し
て
の
役
割
を
果
た
し
て
い
く
た
め
に


